
15 区域・事項の振り分け方案を踏まえた促進区域設定の検討可否

行政区域又は島の全域が除外区域に
該当するため、促進区域の設定ができなく
なる市町村・島

除外区域に設定される区域

９月初案 （なし） －

国定公園全域など下記の区域を❶除外区域とした場合、行政区域の全域または島の全体が❶除外区域となり、促
進区域を設定できない市町村・島が発生。

A案では、行政区域の全域が❶除外区域となる市町村が26市町村、島全体が❶除外区域となる島が３島発生。
また、今回提示案では、行政区域の全域や島の全体が❶除外区域となる市町村・島はなし。
本制度は、地域と合意形成を図りながら再生可能エネルギー事業の導入を促進する制度であるが、❶除外区域を広

げすぎると、促進区域の設定が不可能となり本制度の主旨である環境の保全に適正に配慮した再生可能エネルギー事
業の誘導ができず、現状と変わらない状態になる。

A案

（２島） 国定公園全域

（１町（１島）） 道立自然公園全域

（２島） IBA（KBA）

（２市８町） ジオパーク

（１町） 重要里地里山

（１村） 自然再生事業の対象区域

（２市11町１村） 風力発電における鳥類のセンシティビティマップ（全レベル（注意喚起レベルC以上））

（１市８町１村） 風力発電における鳥類のセンシティビティマップ（注意喚起レベルB以上）

（１市２町１村） 風力発電における鳥類のセンシティビティマップ（注意喚起レベルA以上） 16

今回提示案 （なし） －

今回提示案では、範囲が不明確な区域等（IBA、
重要里地里山、自然再生事業の対象区域、セン
シティビティマップ、ジオパーク、国立・国定・道立自
然公園の普通地域）は❶除外区域に含めず、❷
考慮対象区域・事項に含めました。
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16 促進区域が設定できないことによる影響の例

○ 脱炭素先行地域（環境省）の選定に係る加点要素がなくなる

○ 市町村が、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金の重点対策加速化事業における交付金を
上限まで受けられなくなる（促進区域内での再エネ導入事業に対する交付上限額引き上げ（15→20億円））

⇒ 詳細は後述の「参考情報18頁」をご参照ください。

（環境省 脱炭素先行地域募集（第３回）の「選定・評価に係る配点」より引用）

○ 事業者が、環境省補助事業での優先採択・加点対象を受けられなくなる（PPA活用等による地

域の再エネ化・レジリエンス強化加速化事業の補助事業の一部など）

⇒ 詳細は後述の「参考情報19頁」をご参照ください。
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17 促進区域内での再エネ導入事業に対する優遇措置（１）
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17 促進区域内での再エネ導入事業に対する優遇措置（２）



❶除外区域案と❷考慮対象区域・事項案は内容が多岐に渡るため、別紙１の❶除外区域
案、❷-１考慮対象区域、❷-２考慮対象事項をご参照ください。

別紙１をご参照ください。
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18 ❶除外区域案と❷考慮対象区域・事項案（今回提示案）



９月の第３回環境審議会での提示案。

○ 適用除外とは、道基準案で定める❶除外区域、❷考慮対象区域・事項及び❹特例事項の全てを
適用しないことができる基準のことで、省令上は、環境影響評価法の対象規模未満の事業に設定が可能

❸ 適用除外案

○ 道では、北海道環境影響評価条例の対象規模未満の事業に、環境影響評価手続を求めていない
ため、地域脱炭素化促進事業にのみ、全ての規模の事業に対して道基準案で環境配慮を求めること
は、現行条例と不整合が生じる

○ 現行条例を超えて新たな義務を課さないために、道の適用除外案は、北海道環境影響評価条例の
対象規模未満の事業に設定する

○ 特例事項とは、事業の規模、設置の形態、場所を限定して、都道府県基準の中から一部のみを適
用する事項を選別できる基準のことで、環境影響評価法の対象規模未満の事業に設定が可能

○ 道では、環境影響評価手続において、事業の規模、設定の形態、場所に応じて求める環境配慮事
項を減らすことはしていないため、道基準案においても、特例事項は設定しない

❹ 特例事項案

19 ❸適用除外案と❹特例事項案（前回提示案）

❸適用除外案と❹特例事項案については、❶除外区域案と❷考慮対象区域・事項案が
具体的に定まってきた際に、❸適用除外案や❹特例事項案を定める施設の種類や規模があ
るか、ご審議いただきたい。
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20 今後のスケジュール（予定）
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参考情報
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９月の第３回環境審議会での提示案。

○ 客観的かつ科学的な知見に基づいた情報を設定

○ 道の地方公共団体実行計画との整合

○ 地域の自然的社会的条件に応じた環境の保全への適正な配慮を確保

○ 再生可能エネルギーの潜在的な利用可能性を踏まえる

※ 国基準の基本的な考え方は示されておりません
※ 都道府県基準の定め方（地球温暖化対策の推進に関する法律施行規則抜粋）は次ページ

参考情報（１）

（ア）基本的な考え方（９月初案）



参考情報（２）

25

（イ）都道府県基準の定め方について

［ 地球温暖化対策の推進に関する法律施行規則 第五条の四 ］

都道府県基準は、次に掲げる事項を旨として定めるものとする。

一 地域の自然的社会的条件に応じた環境の保全への適正な配慮が確保されるものであること

二 当該都道府県が策定する地方公共団体実行計画に掲げる目標との整合が図られるもの
であること

四 国又は地方公共団体等が有する情報及び専門家等からの聴取等により得られる客観的
かつ科学的な知見に基づくものであること

三 太陽光、風力その他の再生可能エネルギーの種類ごとの潜在的な利用可能性を踏まえた
ものであること



（ウ）他府県の状況（１）

他府県の促進区域の設定に係る都道府県基準の策定または検討の状況。

№ 府県
都道府県
基準の策定

対象施設の
種類

基本的な
考え方

基準設定の
考え方

特例事項 適用除外 例示

ⅰ 長野県 設定済み 太陽光 設定 － － 設定 あり

ⅱ 徳島県 設定済み 太陽光 － － － 設定 －

ⅲ
京都府
（案）

審議中
太陽光

風力

検討中

（資料記載あり）

－

（資料記載なし）

－

（資料記載なし）

－

（資料記載なし）

検討中

（資料記載あり）

ⅳ
宮城県
（案）

審議中 全種
－

（資料記載なし）

－

（資料記載なし）

－

（資料記載なし）

－

（資料記載なし）

－

（資料記載なし）
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（令和４年（2022年）10月14日現在）

参考情報（３）



（ウ）他府県の状況（２）

他府県の促進区域の設定に係る都道府県基準の基本的な考え方。

№ 府県 都道府県基準の基本的な考え方

ⅰ 長野県

○ 本県の地域特性を踏まえた安心・安全な再生可能エネルギーの推進

○ 本県を特長づける多様な自然的社会的機能を持つ森林の役割を重視した再生可能
エネルギーの推進

○ 本県の重要な産業である農業を支える農地の役割を考慮した再生可能エネルギーの推進

○ 本県の自然豊かな景観・眺望と調和した再生可能エネルギーの推進

ⅱ 徳島県 －

ⅲ
京都府

（案）

○ 促進区域に含めることが適切でないと認められる区域
「当該区域の根拠法等の関係規定に照らして、施設の設置が困難な区域を定める。」

○ 考慮を要する区域・事項等
「市町村による促進区域の設定及び地域脱炭素化促進事業計画の認定に当たって、考慮す
べき区域や事項、収集すべき情報やその収集方法を定める。」
「考慮すべき区域・事項は、促進区域の設定に当たっての考え方と計画認定に当たっての考え
方のそれぞれを定める。」

○ 全般的な事項
上記の個別具体的な基準に加えて、以下の全般的な考え方に基づくものであることを基準中
に明記する。

ⅳ 宮城県(案) － 27

参考情報（４）

（令和４年（2022年）10月14日現在）



（ウ）他府県の状況（３）

他府県の都道府県基準に関する「市町村が促進区域に含めることが適切ではないと認められる区域」の策
定または検討の状況。

№ 区域 長野 徳島

1 水道水源保全地区 ●

2 水道水源特定保全地域 ○

3 水資源保全地域 ●

4 砂防指定地 ● ○

5 地すべり防止区域 ● ○

6 急傾斜地崩壊危険区域 ● ○

7 土砂災害特別警戒区域 ● ○

8 土砂災害危険箇所 ●

9 山地災害危険地区 ●

10 河川区域 ● ○

11 農用地区域内農地 ●

12 甲種農地 ●

13 第１種農地 ●

14 国生息地等保護区 ○

15 府県生息地等保護区 ○

16 希少野生動植物生息地保護区 ● ●

17 府県自然環境保全地域 ● ○ ○

18 府県自然環境保全地域 特別地区 ●

19 国立・国定自然公園第１種特別地域 ● ● ○ ○

20 国立・国定自然公園第２種特別地域 ● ○ ○

№ 区域 長野 徳島

21 国立・国定自然公園第３種特別地域 ● ○ ○

22 府県立自然公園第１種特別地域 ● ● ○ ○

23 府県立自然公園第２種特別地域 ● ○ ○

24 府県立自然公園第３種特別地域 ● ○ ○

25 国指定鳥獣保護区 ○

26 国指定剣山山系鳥獣保護区 ●

27 府県指定鳥獣保護区 ○

28 府県指定鳥獣保護区特別保護地区 ● ● ○

29 保安林 ● ● ○ ○

30 地域森林計画対象森林 ●

31 森林整備保全重点地域 ●

32 第一種森林管理重点地域 ●

33 風致地区 ●

34 近郊緑地（特別）保全地区 ○

35 特別緑地保全地区 ○

36 生産緑地地区 ○

37 歴史的風致維持向上計画で定める重点区域 ●

38 伝統的建造物群保全地区 ●

39 海岸保全区域 ○

40 太陽光発電設備の設置禁止区域 ●

● ： 基準として設定済み / ○ ： 基準候補として検討中
京都

（案）
宮城

（案）
京都

（案）
宮城

（案）

【 対象施設：太陽光発電 】
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参考情報（５）

（令和４年（2022年）10月14日現在）


